
平成 30 年 3 月 30 日 

 

各 位 

 

 

宮 古 信 用 金 庫 

 

 

経営強化計画の履行状況報告の公表について 

 

当金庫は、金融機能の強化のための特別措置に関する法律に基づき、平成 24

年 2 月に経営強化計画を公表するとともに、信金中央金庫を通じ、同月に 100 億

円の資本支援を受けております。 

また、東日本大震災から 5年が経過したことに伴い、平成 28 年 4 月から平成

33 年 3 月までを計画期間とする経営強化計画の見直しを実施し、平成 28 年 9 月

に新たな経営強化計画を公表しております。 

今般、当金庫は同法の定めに従い、平成 29 年 9 月期における経営強化計画の

履行状況をとりまとめましたので、お知らせします。 

当金庫は、今後も経営強化計画を着実に履行し、地域の復旧・復興ならびに地

域経済の活性化に貢献してまいります。 

なお、当報告書の概要につきましては、下記のとおりとなります。 

 

記 

１．被災者への信用供与の状況 

当金庫は、東日本大震災の直後より、被災したお客様からの融資等に係る

ご相談に速やかに対応した結果、震災以降、平成 29 年 11 月末現在で被災者

向けの既存融資条件変更 241 先 90 億円、新規融資 1,711 先 220 億円の実績と

なっております。 

 

２．相談機能・顧客支援機能に係る体制の強化 

当金庫は、平成 26 年 10 月より駅前支店 2階に「みやしん駅前相談プラザ」

を開設し、受付時間を午後 5 時まで延長する取組みを開始しております。ま

た、当プラザにつきましては、平成 27 年 4 月より週１回、午後 7時まで受付

時間を延長するとともに休日相談を月１回実施しております。 

引き続き、震災からの復旧・復興に向けた事業再建等に関するご相談のほ

か、相続・事業継承、創業・事業創出、販路開拓等を外部専門機関等と連携

し、相談機能・顧客支援機能の充実に努めてまいります。 

 

 



３．営業店体制の再構築 

当金庫は、従来以上にお客様との面談機会を確保して営業力を強化し、顧

客サービスの向上を図るため、平成 26 年 10 月に鍬ヶ崎支店・河南支店を本

店へ、みなみ支店を駅前支店へそれぞれ統合のうえ、渉外担当者を増員しま

した。 

また、全壊した田老支店の機能を補うため、平成 23 年 8 月より「グリーン

ピア三陸みやこ」内に仮設事務所を設置して相談業務に対応しておりました

が、平成 29 年 2 月に宮古市の協力を得て「宮古市田老総合事務所」に移転す

るとともに、復旧した「道の駅たろう」の敷地内にＡＴＭを移設することによ

り、田老地区のお客様の更なる利便性向上を図っております。 

加えて、旧県立山田病院内の仮店舗で営業を続けておりました山田支店に

つきましては、山田町の復興計画で定められた「まちなか再生エリア」に平成

29 年 4 月に移転・新築し、営業を開始いたしました。同支店につきましては

「みやしん山田相談プラザ」の機能を併設し、営業時間外の相談を受け付ける

など利便性の向上に努めております。 

 

４．復興支援関連融資商品等の提供・推進 

当金庫は、地域の復旧・復興のため、お客様のニーズに応じた融資商品（地

域復興支援融資「みやしん絆」、住宅ローン「復興」等）を提供しております。 

引き続き、復興・創生の各段階におけるお客様の多様な資金ニーズ等に適

切に対応するため、外部機関との連携も図りながら、既存商品の見直しや新

商品の開発提供等、円滑な資金供給に努めてまいります。 

 

５．販路開拓・拡大等支援の取組み 

当金庫は、お取引先の新たな販路や仕入先の開拓・拡大および事業の拡大

等を支援するための取組みとして、信用金庫業界の全国ネットワークを活用

して開催されるビジネスフェアや個別商談会等への出展機会をお取引先に紹

介・提供しております。 

また、当金庫独自の取組みとして、お取引先の商品を掲載した地域応援カ

タログ「みやしん Next とっておきセット」を平成 25 年度より企画し、販売

促進を支援しております。 

 

６．創業・新事業開拓支援の取組み 

当金庫は、営業店と営業推進部および融資部が連携し、新規創業や新たな

事業分野の開拓を目指す事業者に対して、経営相談、指導・助言、セミナーの

開催および経営情報の提供等、事業者が抱える悩みや課題等を解決するため

の支援の取組みを積極的に行っております。 

引き続き、外部機関との連携・協力関係の構築、創業等事業者向け商品の

提供、創業支援ファンドおよび助成金の活用等を通じて、創業・新事業開拓



にかかる支援機能を強化してまいります。 

 

７．経営改善・事業再生支援の取組み 

当金庫は、営業店と融資部経営支援課が連携し、岩手産業復興機構および

㈱東日本大震災事業者再生支援機構等を活用した先や金融円滑化法にもとづ

く貸付条件の変更先等、経営改善が必要であると判断したお取引先に対して

、定期的な訪問活動等を通じて経営実態を把握するとともに、経営改善に向

けた継続的な指導・助言等を行っております。 

また、必要に応じて「経営改善計画」の策定を支援するとともに、計画策

定後については改善状況の進捗等を踏まえて、資金繰り支援や貸付条件の変

更を実施する等、計画達成に向けたサポートを実施しております。 

さらに、当金庫は、個々の被災者の実情を踏まえ、中小企業再生支援協議

会および岩手産業復興機構等の外部機関の活用や弁護士等の外部専門家との

連携を図りながら、被災した事業者および個人のお客様の再生・再建に向け

た支援に取り組んでおります。 

なお、平成29年12月までに決定している外部機関を活用した支援実績は、

岩手産業復興機構24件、㈱東日本大震災事業者再生支援機構46件、復興支援

ファンド「しんきんの絆」4件、個人版私的整理ガイドラインにもとづく債務

整理11件となっております。 

 

８．地方創生に向けた支援の取組み 

当金庫は、地域金融機関に期待される役割を十分に発揮し、地方創生に向

けた取組みに積極的に関与するため、営業推進部地域支援課を主管部署とし

て、宮古市における地方版総合戦略の策定および戦略に掲げる具体的な施策

の円滑な実施等に係る支援を行っております。 

なお、当金庫は、平成28年6月に宮古商工会議所と産業振興に関する連携協

定、平成28年7月に宮古市と地方創生に関する連携協定、平成28年9月に山田

町と地方創生に関する協定、平成28年11月に釜石商工会議所と産業振興に関

する協定を締結しております。 

 

９．被災地域における東日本大震災からの復興に資する支援事例 

【事例１】債権買取支援機構のリファイナンス先に対する支援事例 

 当金庫のお取引先Ａ社（建設業）は、震災に伴う生産ラインの稼働停

止等によって資金繰りが悪化し、平成 28 年 3 月に債権買取支援機関を

活用した財務支援を実施しておりましたが、県内有数の高い製造技術を

有するＡ社は、被災地の復興に必要な建築資材等の供給等で存在感を高

めており、当金庫としてＡ社の再建が被災地域の復興を後押しするもの

と判断し、債権買取支援機構からのリファイナンスによる支援を実施し

ております。 



その後、当金庫はＡ社の将来に向けた成長を展望し、早期の事業承継

(親族内承継)を提案した結果、Ａ社の代表者の理解を得て、経営体制の

抜本的な見直しが実施されました。当金庫は事業承継によって新体制と

なったＡ社に対して、引き続き、定期的なモニタリングを実施し、採算

管理の徹底等の経営指導を通じた支援を継続しております。 

 

【事例２】専門家派遣事業を活用した支援事例 

当金庫のお取引先Ｂ社（水産加工業）は、震災によって工場を失い、

グループ補助金等を活用して経営再建を進めておりましたが、近年の水

産物の水揚げ不振に伴う加工原料の高騰と採算性の悪化を懸念してお

りました。 

当金庫はＢ社に対して、ＢtoＢ(企業と企業の取引)よりも販売単価の

引き上げが期待できるＢtoＣ（企業と消費者の取引）の販路を開拓する

こと、併せてインターネットを活用した個人向け販路の強化を提案した

ところ、Ｂ社のニーズに合致した提案となり、個人向けのインターネッ

ト販売サイトが構築されることとなりました。 

当金庫におきましては、Ｂ社への実務的な支援として信金中央金庫の

協力を得て、ネッパン協議会※を講師とするセミナーを開催するととも

に、当協議会の専門家をＢ社へ派遣し、当金庫と外部機関の連携による

一貫した支援を実施しております。 

    ※ネッパン協議会：(一社)中小・地方・成長企業のためのネット利活用による販路開拓協議会 

以 上 

 

【本件に関するお問い合わせ先】 

宮古信用金庫 総合企画部 ℡:0193-62-2400 
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